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IoT相互接続契約書

第1条（目的）
甲及び乙は、以下に定める互いのシステムを相互に接続して新しい価値を創る新規のサービス（以下「本サービス」という。）を開発・提供することを目的として本契約（以下「本契約」という。）を締結する。

1 甲の運営する●サービスのシステム
2 乙の運営する●サービスのシステム
3 

第１条の２（用語の定義）
　　本契約で使用する用語の定義は以下のとおりとする。
1 ●：●のことをいう。
2 
　　
第2条（相互接続性確認・検証）
１　相互接続に使用する技術規格は次の通りとする。
1 通信プロトコル
2 

２　甲及び乙は、本サービスの提供又はシステムの改変、相互接続のための技術仕様変更等を行う場合は、本サービスのローンチ前に相互接続性の確認、検証を実施する。また、実施する試験内容や検証環境については甲乙間で別途定めるものとする。
３　甲又は乙は、提供するAPI等、相互接続のための技術仕様が変更になる場合は、甲乙間で別途定める変更規定に従って相手方に通知を行うものとする。
４　甲及び乙は、誠意を持ってお互いの技術仕様を理解し、不具合発生の回避に努めることとする。

第3条（システム安定稼働）
１　甲及び乙は、次の事項に定める責任範囲において、本サービスにおけるハードウェア、ソフトウェアに関し、正常に稼働させることに努め、適切な手法で監視しなければならない。
（甲の責任範囲）
・・・
[bookmark: _GoBack]（乙の責任範囲）
・・・
２　甲及び乙は、第１項に定める責任範囲において、宅内機器の変更、システムメンテナンス及びアップデート等（以下「変更等」という。）、自らの責任範囲におけるサービスを正常稼働させるための業務を自らの費用負担と責任において適切に行わなければならない。また、甲及び乙は、変更等を行う場合は、相互接続の互換性に関わらない場合においても緊急の場合を除き、変更等を行う●日前までに書面又は電子メールによって、互いに通知するものとする。但し、甲及び乙は、緊急で事前通知なしで変更等を行った場合は、速やかに相手方に通知するものとする。
３　前２項に定めるものの他甲及び乙の提供するサービス及び本サービスの品質に関わる詳細事項は別途Service Level Agreement（以下「SLA」という。）において定める。

第4条（データの取り扱い）
１　甲及び乙は、本契約の有効期間中、本契約の遂行に関し、相手方から提供されるIoTサービスの中で取得されたデータ（以下「本データ」という。）を善良なる管理者の注意を持って管理するものとする。
２　甲及び乙は、本契約の遂行に関して知り得た相手方の技術上又は営業上その他業務上の情報であって、相手方が秘密であることを表明して開示した情報（本データを含む。以下「秘密情報」という。）の管理体制、実施体制、及び秘密情報の管理の状況の検査に関する事項等について互いに開示を求められたときは、速やかに開示するものとする。
３　甲及び乙は、本契約終了後の本データの取り扱いについて別途定めることとする。
４　甲及び乙は、本データの取り扱いについて、二次利用の範囲及びその方法を含めて、別途定めるものとする。なお、個人情報の保護に関する法律（以下「個人情報保護法」という。）に定める個人情報又は匿名加工情報に該当する本データについては、個人情報保護法に準拠して取り扱うものとする。
５　前項に定めるもののほか、甲及び乙は、自らが提供する本データに関しては、国内法及び海外法に準拠していることを確認し、自らが保有する個人情報を含め、本データを相手方に適法に提供することができるよう対応するものとする。

第5条（セキュリティ）
甲及び乙は、本サービスに関わるデータの漏えい及びサーバへの不正アクセス、ハッキング等を認知した場合、ただちに互いに通知を行い、互いに協力して必要な措置を講じるものとする。


第6条（データの信頼性担保）
甲及び乙は、互いが提供する本データの信頼性を担保するために、最大限努力するものとする。

第7条（利用者の保護）
１　甲及び乙は、各自が提供するサービス及び本サービスにおいて利用者の対応窓口及び相手方への通知方法についてあらかじめ明確にしておくものとする。
２　甲及び乙は、本サービス（本サービスに用いられる機器類を含む。本条において以下同じ。）の欠陥に起因して、利用者の生命、身体、財産に損害が発生した場合、又はその恐れがあることを知った場合、直ちにこれを相手方に通知するものとする。
３　甲及び乙は、甲及び/又は乙が、本サービスの利用者等から、本サービスの欠陥や性能に起因して損害を被ったとして、何らかの訴え、請求等の紛争を提起された場合、協力して、当該事故原因の解明にあたると共に、第3条で定める責任範囲に基づき、責任と費用を負担し、これを解決しなければならない。なお、責任範囲が明確に分けられない場合においては、甲乙間で別途協議して対応するものとする。
４　甲及び乙は、SLAに基づき互いに正常に本サービスが機能しているにも関わらず、利用者に不具合が発生した場合かつ責任範囲が明確に分けられない場合においては、互いに協力して必要な措置を講じるものとする。

第8条（障害切り分け）
１　甲及び乙は、本サービスにおいて何かしらの障害が発生した場合、直ちに相手方に報告し、双方協力の上障害回復に努めなければならない。
２　甲及び乙は、何らかの障害が発生し、原因の特定のために自己の保有するデータの開示を求められた場合、原因の特定に必要な範囲で自己の保有するデータの開示又は当該データの調査結果の報告に応じなければならない。
３　甲及び乙は、障害原因の特定に必要となる範囲で、次の事項に定めるデータを記載の期間保存しなければならない。
　（１）・・・・・・・・・　最低１年以上
　（２）・・・・・・・・・　最低３ヵ月以上
・・・・・・・・・

第9条（費用負担及び収益の分配）
１　甲及び乙は、お互いの責任範囲内において発生した費用は各々が負担し、互いに請求しないものとする。ただし、相手方の責により生じた費用については、この限りではない。
２　甲又は乙が相手方に利用料を支払う場合は、別途定めるものとする。
３　甲及び乙が本サービスによる収益を分配する場合は、別途定めるものとする。

第10条（損害賠償）
本サービスにおいて、甲又は乙は、その責めに帰すべき事由により、相手方に損害を与えた場合、損害賠償責任を負うものとする。但し、損害の原因が不明な場合においては、甲乙間で別途協議するものとする。第三者が被った損害（第７条第３項で定めるものを除く。）については別途甲乙間で協議するものとする。

第11条（免責）
天災、労働紛争、停電、通信インフラの故障、公共サービスの停止、地震、嵐その他の重大な自然現象、暴動、政府の行為若しくは命令、テロ行為、及び戦争等の不可抗力により本契約に基づく義務の履行遅滞又は履行不能が生じた場合には、甲及び乙は、相手方に対し責任を負わないものとする。但し、利用者との関係で甲及び乙が免責されない場合の責任分担は、甲乙協議の上決定するものとする。

第12条（サービスの継続性）
１　本サービスにあたり、甲のサービスＡ、乙のサービスＢにおける最低継続期間は、●年●月●日より●年間とする。
２　甲又は乙は、前項に定める最低継続期間内であっても、緊急かつやむを得ないと判断した場合は、本サービスの全部又は、一部を一時的に停止することができる。なお、停止した場合は速やかに相手方に報告し、再開に向け必要な措置を直ちに講ずるものとする。
３　甲又は乙の提供するサービスが、企業買収や●●●などにより、全部若しくは一部が変更される場合、又は終了する場合は、速やかに相手方に報告しなければならない。いかなる場合においても、当該報告は、サービスの変更や終了の●か月前までに書面にて行うものとする。

第13条（報告義務）
１　甲又は乙は、［サービスに関する不具合の発生、未発生の不具合の発見、サーバの停止、システムの更新、本サービスに関する訴訟の提起その他］本サービスの継続に重大な影響を及ぼす可能性がある事象を認知した場合は、相手方に速やかに報告しなければならない報告すべき事象の範囲及び通知方法については別途定めるものとする。
２　前項の報告には、少なくとも、［事象の発生日時又は発見日時、想定しうる影響、必要となる対応の内容］を含むものとする。

第14条（守秘義務及び目的外使用禁止義務）
１　甲及び乙は、第4条第２項に定める秘密情報を、相手方の事前の書面による承諾なしに第三者に開示又は漏えいしてはならず、本契約の遂行のためのみに使用するものとし、他の目的に使用（本データの目的外の複製・改変も含むがこれらに限られない。）してはならないものとする。開示者より開示を受けた時点において既に受領者が保有していた情報
1 開示者より開示を受けた時点において既に公知となっていた情報
2 開示者より開示を受けた後に受領者の故意又は過失によらず公知となった情報
3 正当な権限を有する第三者から適法に取得した情報
4 開示者より開示された情報によることなく、独自に開発又は取得していた情報

第15条（知財権の留保）
本契約締結以前より甲又は乙が保持している知的財産権については、本契約により相手方に譲渡又は移転されるものではない。また、本サービスに必要となる知的財産権についても、甲及び乙は、本契約の遂行に必要最低限の範囲において当該知的財産権の使用権のみを相手方に許諾するものとし、一切の派生物にかかる知的財産権及び所有権その他いかなる権利も相手方に付与するものではない。なお、上記使用権の許諾にかかるライセンス料については、甲乙間で別途協議するものとする。

第16条（協力）
甲及び乙は、本サービスを提供するうえで利用者の利便及びネットワークの円滑な運用保守のために必要な協力を行う。

第17条（契約期間）
本契約の有効期間は、契約締結日から●年間とする。ただし、有効期間満了の●ヶ月前までに甲又は乙から書面による契約終了の申出がないときは、本契約と同一の条件で更に●年間継続するものとし、以後も同様とする。

第18条（解除）
１　甲及び乙は、相手方が次の各号のいずれかに該当した場合、何らの通知又は催告をすることなく、本契約を直ちに解除することができる。
1 本契約に定める条項に違反し、他方当事者が相当期間を定めて催告をしたにもかかわらず、相手方の債務不履行が是正されない場合
2 監督官庁より営業の許可取消し、停止等の処分を受けた場合
3 支払停止又は支払不能の状態に陥った場合
4 手形交換所の取引停止処分を受けた場合
5 差押え、仮差押え、仮処分、競売の申立て又は租税公課の滞納処分を受けた場合
6 破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算手続開始の申立てがあった場合
7 解散、会社分割、事業譲渡若しくは合併の決議をした場合又は支配権の重要な変更があった場合
8 その他前各号に準ずる本契約を継続し難い重大な事由が発生した場合
２　前項の場合、本契約を解除された当事者は、解除によって解除をした当事者が被った損害を賠償するものとする。

第19条（契約上の地位の譲渡等の禁止）
甲及び乙は、相手方の書面による事前の承諾がない限り、本契約に基づく契約上の地位を移転し、又は本契約により生じた自己の権利及び義務の全部若しくは一部を第三者に譲渡し、若しくは第三者の担保に供してはならない。

第20条（存続条項）
本契約終了後も、第４条、第5条、第7条、第8条第3項、第9条、第10条、第14条、前条、次条及び第23条の規定は有効に存続するものとする。

第21条（通知）
　　本契約の当事者に対する通知、承諾その他の連絡は、以下に定める通知先（本契約締結後、当事者がその通知先を変更し、これを本条に従い相手方に通知した場合、かかる変更後の通知先とする。）宛てに、電子メール、書留速達郵便、ファクシミリによる送信又は直接交付にてこれを行う。

　　甲：
（住所）
（名称）
（部署）
（氏名）
（電話番号）
（ファックス番号）
（電子メールアドレス）

　　乙：
（住所）
（名称）
（部署）
（氏名）
（電話番号）
（ファックス番号）
（電子メールアドレス）

第22条（変更）
　　本契約は、甲及び乙の合意に基づく書面によってのみ変更することができる。

第23条（準拠法及び紛争解決）
１　本契約は日本法に準拠し、日本法に従って解釈されるものとする。
２　甲乙間で本契約に関して紛争が生じたときは、●地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

第24条（協議）
本契約に定めのない事項及び本契約の解釈につき相違のある事項については、甲及び乙の間で誠実に協議の上、信義に基づいて解決に努めるものとする。

（以下余白）


本契約締結の証として本書2通を作成し、甲及び乙記名押印のうえ、各1通を保有する。

●年●月●日


甲：
（住所）
（名称）
（役職）
（氏名）

乙：
（住所）
（名称）
（役職）
（氏名）

